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主要ニュース 

【内政】●統一地方選挙実施日が６月５日に決定。市町村長選挙に決選投票制度を導入する否かを巡ってＰ

ＳＤとＰＮＬとの間で駆け引きが繰り広げられた。 

【外政】●チョロシュ首相はユンカー欧州委員会委員長と会談。ユンカー委員長は，ルーマニアに対するＣ

ＶＭ（協力・検証メカニズム）終了に前向きな見解を示した。 

    ●欧州理事会は，英国の提案に基づくＥＵ改革案に合意。ヨハニス大統領は，英国のＥＵ残留に期

待を表明するとともに，今般のＥＵ改革案が，ＥＵ市民の社会福祉と移動の自由に即座に影響を

与えるものではないことを強調した。 

【経済】 ●２０１５年第４四半期のルーマニアのＧＤＰ成長率(速報値)は対前年同期比３．７％（季節調

整前），及び３．８％(季節調整後)。２０１５年通年のＧＤＰ成長率は３．７％(季節調整前)。 

         ●経済・貿易・ビジネス環境省は，ルーマニアの貿易，投資促進機関を一体化するため，ルーマ

ニア海外投資局（ＤＰＩＩＳ）を同省の配属とする意向。 

 

内政

■統一地方選挙に向けた動向 

●地方選挙法改正を巡る与野党の駆け引き 

・１日，チョロシュ首相は，市町村長選挙に決選投票

制度を導入するか否かの問題について，議会主要政党

の代表者と協議した。同問題に対する各政党の立場は

次のとおり。 

- 決選投票導入に賛成：ＰＮＬ 

- 決選投票導入に反対：ＰＳＤ（社民党），ＡＬＤ

Ｅ（自由民主主義同盟），ＵＤＭＲ（ハンガリー人民

主同盟） 

 重要政党との協議後，チョロシュ首相は会見を開

き，本問題は議会において議論されるべきであり，政

府はその決定に従う旨述べ，ＰＮＬが求めていた緊急

政令（注：事後に議会で承認されることを前提に法律

と同等の効力を有する）による決選投票導入の考えを

否定した。 

 

 【背景】２０１５年５月２０日，改正地方選挙法が

施行された。同法改正の焦点の一つは，市町村長選挙

に決選投票（一回目の投票で過半数を超える得票を得

た候補がいない場合は，上位２名の候補によって決選

投票を行う）を導入するか否かであったが，最終的に

同選挙に決選投票制度は導入されないまま同法は成立

した。改正地方選挙法は，議会においてＰＮＬ（国民

自由党）の賛成も得て成立したものであったが，同党

は後に，市町村長選挙への決選投票制度導入を求めて

同法の改正を要求し始めた。同法成立当時，ルーマニ

ア議会では，欧州評議会ヴェニス委員会の勧告に基づ

き，選挙に関する法律は，選挙実施の前１年間は変更

されるべきではない（１年以上前に改正されている必

要がある）との認識が共有されていた。 

 

・８日，ルーマニア議会上院は，市町村長選挙に決選

投票を導入するための地方選挙法改正を議論すべきと
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のＰＮＬからの提案を賛成４２票，反対７３票，棄権

２票で否決した。 

・１７日，ヨハニス大統領は，国営ＴＶ放送における

インタビューの中で，市町村長選挙の投票制度に関す

るＰＮＬの立場は正当なものである，ＰＮＬとチョロ

シュ首相との間には見解の相違があるように見受けら

れるが，この場合チョロシュ首相の対応が正しいと考

える旨発言した。 

 

●ＰＳＤと旧連立与党との選挙協力 

・４日，ドラグネアＰＳＤ党首とオプレアＵＮＰＲ党

首は，統一地方選挙における両党の選挙協力は，両党

の各県支部の判断に委ねられることを主な内容とする

選挙協力合意に署名した。 

・１０日，ドラグネアＰＳＤ党首とタリチャーヌＡＬ

ＤＥ共同党首は，統一地方選挙における両党の選挙協

力に関する合意文書に署名した。合意内容は，ＰＳＤ

とＵＮＰＲとの間で結ばれた選挙協力と同様。 

・２９日，タリチャーヌＡＬＤＥ共同党首は，ブカレ

スト市長選における最良の選択は同党とＰＳＤが共通

の候補者を擁立することであろうとした上で，自らの

立候補の可能性を否定した。 

 

●統一地方選挙実施日の決定 

・１０日，ルーマニア政府は，統一地方選挙の実施日

を６月５日とする旨発表した。統一地方選挙の候補者

は５月４日までに確定し（各党は４月１１日までに候

補者リストを提出），５月６日から選挙キャンペーン

が開始される。 

 

●オルバンＰＮＬ第一副党首のブカレスト市長選候

補指名 

・２２日，プレドイウＰＮＬブカレスト支部長代行（Ｐ

ＮＬ第一副党首）は，オルバン同党第一副党首をブカ

レスト市長選挙における同党の公認候補とする旨発表

した。それまでＰＮＬはブショイ欧州議会議員（元保

健相）をブカレスト市長候補とするとしていたが，同

欧州議会議員の知名度を問題視する声が強まっていた。

オルバン第一副党首のブカレスト市長候補指名は，そ

の後，２９日，ＰＮＬ全国政治局会合において承認さ

れた。 

 

■オプレア前副首相の不逮捕特権剥奪 

・３日，ルーマニア議会上院は，オプレア前副首相兼

内務相（上院議員，ＵＮＰＲ（ルーマニアの進歩のた

めの国民同盟）党首）に対するＤＮＡ（国家汚職対策

局）からの刑事訴追開始請求に関し，賛成１０２票，

反対３０票，無効１票で同上院議員の議員特権を剥奪

する決定を下した。同議員に対する刑事訴追開始請求

は，１月２５日，ＤＮＡから上院に送付されていた。 

・１７日，ＤＮＡはオプレア前副首相に対する職権濫

用の嫌疑で刑事捜査を開始することを承認するよう議

会上院に求めた。２４日，議会上院は本件についても

賛成７１票，反対５２票，無効１票で同議員の議員特

権を剥奪する決定を下した。 

 

■検事総長の辞任 

・３日，ヨハニス大統領は，ニツ検事総長の辞任を承

認する大統領令に署名した。職権濫用の共犯嫌疑をか

けられていた同検事総長は２日，辞任の意向を表明し

ていた。 

 

■ＰＳＤ幹部の交代 

・９日，ＰＳＤ全国評議会（注：党大会に次ぐ，同党

の意思決定機関）議長選挙が行われ，フィフォル上院

議員が新たな全国評議会議長に選出された。同日，前

議長であるプルンブ下院議員は，１４名いるＰＳＤ副

党首の一人に選出された。プルンブ議員はポンタ前首

相（前ＰＳＤ党首）に近い人物として知られる一方，

フィフォル議員はドラグネアＰＳＤ党首に近い人物と

いわれている。  

・９日，ドラグネアＰＳＤ党首は，同党ブカレスト支

部長にフィレア上院議員（ＰＳＤブカレスト市長候補）

が就任した旨発表した。 

 

■世論調査 

・２３日付国営「アジェルプレス」通信は，社会政治

研究所（ＩＳＳＰＯＬ）が２月１～５日にかけて実施
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した統一地方選挙／議会総選挙に関する世論調査結果

を掲載した。結果の信頼性については検証する必要が

あるが，これまで公表された世論調査結果と異なり，

ＰＳＤが統一地方選挙，議会総選挙の双方においてＰ

ＮＬをリードしているとの結果が示されたことが注目

される。 

 

-「明日，統一地方選挙が行われるとしたらどの政党に

投票しますか」 

・ＰＳＤ              ４８％ 

・ＰＮＬ              ３９％ 

・ＡＬＤＥ              ５％ 

・ＰＭＰ               ４％ 

・ＵＤＭＲ              ３％ 

・ＵＮＰＲ              １％ 

 

（投票に行くと回答した者の中での割合。このほか全

体では，「態度未定」が３８％，「投票に行かない」と

答えた者が１６％存在する。） 

 

-「明日，議会総選挙が行われるとしたらどの政党に投

票しますか」 

・ＰＳＤ              ４５％ 

・ＰＮＬ              ３９％ 

・ＡＬＤＥ              ４％ 

・ＰＭＰ               ４％ 

・ＵＤＭＲ              ２％ 

・その他の政党            ４％ 

・無所属               ２％ 

 

（投票に行くと回答した者の中での割合。このほか全

体では，「態度未定」が３４％，「投票に行かない」と

答えた者が１３％存在する。） 

 

【政党略称】ＰＳＤ：社民党，ＰＮＬ：国民自由党，

ＡＬＤＥ：自由民主主義同盟，ＰＭＰ：国民の運動党，

ＵＤＭＲ：ハンガリー人民主同盟，ＵＮＰＲ：ルーマ

ニアの進歩のための国民同盟 

 

外政 

■主な要人往来 

・２－５日，ミハラケ首席大統領補佐官は，米国を訪

問し，国務省関係者，議会関係者等と会談した。 

・４日，ロート独国務相（欧州問題担当）がルーマニ

アを訪問し，コマネスク外相と会談したほか，チョロ

シュ首相を表敬した。 

・１１日，ボスキール・トルコ欧州問題相兼ＥＵ首席

交渉官がルーマニアを訪問し，コマネスク外相と会談

した（下記「トルコ関係」参照）。 

・１２－１４日，ヨハニス大統領はミュンヘンを訪問

し，ミュンヘン安全保障会議に参加した（コマネスク

外相同行）。同会議参加の機会に，ヨハニス大統領は，

ポロシェンコ・ウクライナ大統領と会談した。 

・１５日，トゥスク欧州理事会議長がルーマニアを訪

問し，ヨハニス大統領と会談した。 

・１５日，コマネスク外相は，ブリュッセルで開催さ

れたＥＵ外務理事会に出席した。 

・１５-１６日，チョロシュ首相はブリュッセルを訪問

し，ユンカー欧州委員会委員長と会談した（下記「Ｅ

Ｕ関係参照」）。このほかチョロシュ首相は，シュルツ

欧州議会議長ほかと会談した。 

・１７日，ティモフティ・モルドバ大統領がルーマニ

アを訪問し，ヨハニス大統領と会談した。このほかテ

ィモフティ大統領は，チョロシュ首相，タリチャーヌ

上院議長等と会談した。 

・１８-１９日，ヨハニス大統領は，ブリュッセルで開

催された欧州理事会に出席した（下記「ＥＵ関係」参

照）。欧州理事会出席の機会に，ヨハニス大統領は，シ

ドゥウォ・ポーランド首相と会談した。 

・２９日，コマネスク外相は，ザリーフ・イラン外相

等と会談するため，イランに出発した。 

・２９日－３月１日，ヨウロヴァ司法担当欧州委員が

ルーマニアを訪問し，プルナ法務相と会談したほか，

チョロシュ首相等を表敬した。 

 

■米国関係 

・１日，チョロシュ首相は，具体的な日程は未定なが

ら，ケリー米国務長官が本年前半，ルーマニアを訪問
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する予定である旨発表した。 

・３日，ルーマニア外務省は，米国が２日，欧州再保

証イニシアティブの下，２０１７会計年度における国

防予算のうち欧州における体制強化のため前年度の４

倍以上となる３４億ドルを計上したと発表したことを

歓迎する旨の声明を発出した。 

 

■北朝鮮関係 

・８日，ルーマニア外務省は，北朝鮮による長距離弾

道ミサイル発射を非難するプレスリリースを発出した。

その概要は次のとおり。 

－ルーマニア外務省は，北朝鮮が２月７日に行った長

距離弾道ミサイル発射を断固として非難する。 

－このような挑発行為は，国際の平和と安全に対する

大きな脅威であり，北朝鮮政府による国連安保理決議

の深刻な違反となるものである。 

－ルーマニア外務省は，北朝鮮政府に対し，国際法規

範を完全に遵守し，国際及び朝鮮半島の安全保障を不

安定化させるあらゆる行動を慎むよう繰り返し要求す

る。 

 

■トルコ関係 

・１１日，ボスキール・トルコ欧州問題相兼ＥＵ首席

交渉官がルーマニアを訪問し，コマネスク外相と会談

した。会談の概要は次のとおり。 

 

－会談では，両国の二国間関係は戦略的パートナーシ

ップ（２０１１年署名）に基づく特別なものであるこ

とが確認されたほか，両国間の貿易拡大に対する期待

が表明された。 

－また，コマネスク外相は，ルーマニアがトルコのＥ

Ｕ加盟を一貫して支持してきていることを改めて確認

した上で，トルコによる更なる改革努力を促した。 

－移民問題に関して，コマネスク外相は，トルコによ

る取り組みを歓迎するとともに，トルコとＥＵとの協

力の重要性を指摘した。 

－そのほか，会談では，黒海周辺の安全保障情勢，Ｎ

ＡＴＯワルシャワ会合，シリア問題等について意見が

交換された。 

 

■ＥＵ関係 

●チョロシュ首相とユンカー委員長との会談 

・１５日，チョロシュ首相はブリュッセルを訪問し，

ユンカー欧州委員会委員長と会談した。会談後行われ

た共同記者会見の概要は次のとおり。 

 

－チョロシュ首相は，司法改革及び汚職との戦いにお

いてこれまで得た進捗を確固たるものにするためには，

行政改革が必要であることを強調した。また，チョロ

シュ首相は，ＣＶＭ（協力・検証メカニズム）がルー

マニアに導入された当初の目的は達成されたと考える

旨述べた。 

－これに対し，ユンカー委員長は，ＣＶＭにおいてル

ーマニアは重要な進捗を見せており，欧州委員会はこ

の成果を高く評価している，もしルーマニアが欧州委

員会及びＥＵ加盟国の期待に応える現在の水準を維持

するのであれば，私（ユンカー委員長）は，ルーマニ

アに対するＣＶＭが自分の任期中（注：２０１９年ま

で）に終了することを確信している旨述べた。 

－また，ルーマニアのシェンゲン加入に関し，チョロ

シュ首相は，ルーマニアはすでに同協定加盟に必要な

すべての条件を満たしていることを強調した。 

－このほか，会談では，ルーマニア経済，ルーマニア

のＥＵ理事会議長国就任（２０１９年後半），難民問題

及び欧州の外部国境の安全保障，モルドバ支援につい

て意見交換が行われた。 

 

●ヨハニス大統領の欧州理事会出席 

・２０日，ヨハニス・ルーマニア大統領は，１８～１

９日に開催された欧州理事会における合意事項につい

て記者会見を開いた。ＥＵ改革案に関するルーマニア

の立場に関するヨハニス大統領の発言の概要は次のと

おり。 

 

－（ＥＵ改革案と英国のＥＵからの離脱の可能性に関

する）ルーマニアの立場は，ＥＵは分裂を避けなけれ

ばならないというもの。ＥＵは，創設時の原則と価値

の尊重を基礎とした強く統合され，「ever closer 
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Union」の概念を維持することが重要。 

－また，ルーマニアにとって，社会福祉と労働者の移

動の自由の問題は重要。欧州理事会では，次の２つの

制度を創設することが合意された。 

一つは，将来のＥＵ法制の改正を通じて，英国がセー

フガード制度により，英国に特有の一部の無負担社会

サービス（non-contribution social services）への

ＥＵ市民のアクセスを制限することができるというも

の。この制度は，すべてのＥＵ市民に適用されるもの

であり，かつ例外的な措置（最長７年間適用）。すで

に英国で働くルーマニア国民は本制度の影響を受け

ない。 

二つ目の制度は，英国が，労働者が自らの母国に残

してきた児童に対する手当の支給金額を調整すること

を認めるもの。すでに英国に居住し，児童を母国に残

しながら児童手当を受けているＥＵ市民については，

この措置は２０２０年以降適用される。 

 

■経済外交の推進 

・２５日，コマネスク外相は，在ブカレストのアジア

各国大使を外務省に招き，ルーマニアの対アジア外交

（経済外交を含む）強化の在り方について意見交換し

た。在ルーマニア日本大使館からは石井大使が出席し

た（アジア・グループからは，日本のほか，中国，イ

ンド，インドネシア，イラン，マレーシア，タイ，ベ

トナム，韓国が出席）。 

 

■ルーマニアＯＤＡ 

・２６日，ルーマニア外務省は，２０１６年のルーマ

ニアＯＤＡに関するプレスリリースを発出した。概要

は次のとおり。 

 

－総額：１０．０９百万レイ（約２．２百万ユーロ） 

－二国間支援：ＯＤＡ予算総額の約３５％はモルドバ

に供与される（対象分野は，司法・内務，農業，教育，

（官公庁の）能力開発及び市民社会支援）。その他の主

な二国間支援対象国は，ジョージア，エジプト，アル

メニア，アゼルバイジャン，ベラルーシ，ウクライナ，

チュニジア，リビア，イラク，パレスチナ及びアフガ

ニスタンで，ＯＤＡ予算の約２５％が向けられる。 

－人道支援，多国間支援：ＯＤＡ予算の約１０％が人

道支援，約２５％が国際機関を通じたプロジェクトに

拠出される。 

 

■軍事・安全保障 

・１日，ルーマニア海軍は，ルーマニア海軍所属第３

０番掃海艇「アレクサンドル・アクセンテ少尉」が，

黒海におけるＮＡＴＯ監視任務ＳＮＭＧＣＭ２

（Standing NATO Mine Countermeasures Group 2）に

参加することを発表した。同任務には，ルーマニアの

ほか，ブルガリア，スペイン及びトルコの艦船がパト

ロール任務のために参加する。 

・１９日，トゥルグ・ムレシュ市に駐屯する「ミハイ

勇敢公」第６特殊作戦旅団所属の特殊作戦グループ（Ｒ

ＯＵ ＳＯＡＧ－３）のアフガニスタン派遣式典が開

催された。 

・２２日，民放ラジオ局のインタビューに応じたモト

ク国防相は，ルーマニアは，Ｆ－１６戦闘機（近代化

改修型）１２機を新たに購入することを計画している

ことを明らかにした。 

・２６日，ルーマニア国防省は，３月１日～４月３０

日の間，ルーマニアのミハイル・コガルニチャーヌ空

軍基地において，ルーマニア空軍及びカナダ空軍によ

る合同演習を行う旨発表した。 

 

経済 

■マクロ経済 

（特に記載のない限り，対前年比又は前年同期比，季

節調整後，出典は国家統計局ＩＮＳ） 

【１２月分統計】 

（１）鉱工業 

 １１月 １２月 

工業生産高  １．９％ ２．２％ 

工業売上高(名目)  １．９％ ４．４％ 

工業製品物価指数 ▲２．６％ ▲１．７％ 

新規工業受注高(名目)  ６．４％ ６．１％ 

工業売上高(名目)が加速。 
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（２）販売 

 １１月 １２月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除く)  

１３．０％ １３．０％ 

自動車・バイク売上高 １３．４％ １５．７％ 

小売業売上高 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

１．４％ 

EU ２８か国

２．６％ 

ユーロ圏 

１．４％ 

EU２８か国

２．０％ 

自動車・バイク売上高が加速。 

なお，小売業売上高（ユーロスタット）対前年同月

比では，ルーマニア（１４．３％）が最も増加し，次

いでアイルランド（６．１％），エストニア（５．８％）

及びポーランド（５．５％）。 

 

（３）その他 

建設工事 １１月 １２月 

６．５％ ８．８％ 

 建設工事が加速。 

 

（４）輸出入 

輸

出 

１１月 １２月 

€47億 4，870万 

（１.８％） 

€３９億４，２２０万 

（３.８％） 

RON210億 884万 

（２．１％） 

RON１７６億８,６１０万 

（４．５％） 

輸

入 

€55億 3,160万 

（８．４％） 

€５１億１,７１０万 

（１２．２％） 

RON245億 6,710万 

(８.７％) 

RON２２９億７,６６０万 

(１３．３％) 

 輸出・輸入共に増加しているが，特に輸入が加速。 

 

【１月～１２月分統計】 

（１） 鉱工業 

 １～１１月 １～１２月 

工業生産高  ２．６％ ２．７％ 

工業売上高(名目)  ２．２％ ２．４％ 

新規工業受注高(名目)  ３．３％ ３．６％ 

 

（２）販売 

 １～１１月 １～１２月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除く)  

７．６％ ８．９％ 

自動車・バイク売上高 ９．７％ １０．３％ 

 

（３）その他 

建設工事  １～１１月 １～１２月 

１０．５％ １０．４％ 

 

（４）輸出入 

輸

出 

１～１１月 １～１２月 

€５０６億５,７７０万

（4.1％） 

€５４５億９,７１０万 

（４.１％） 

RON 2,2250億1,660万 

（4.0％） 

RON２,４２６億９,０１０万

（４．１％） 

輸

入 

€５７８億８,５１０万

（７．１％） 

€６２９億６,５５０万 

（７．６％） 

RON2,569億 1,690万 

（６．９％） 

RON ２,７９８億８,２１０万 

（７．６％） 

貿

易

収

支 

▲€71億9,330万 

（▲€18億8,460万） 

▲€８３億６,８４０万 

（▲€２３億５６０万） 

▲RON 219億3万 

（▲RON68億100万） 

▲RON ３７１億９,２００万 

（▲RON ４２億７，５６０万） 

 貿易赤字額は前年と比べて増額。 

 

【１月分統計】 

・消費者物価指数  

 １２月 １月 

全体 ▲０．９３％ 

（０．１１％

対前月比） 

▲２.１３％ 

食料品価格 ▲６.２％ ▲６．２９％ 

非食料品価格 １．９５％ ０．１２％ 

サービス価格 ２．４１％ ０．６５％ 

消費者物価指数 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

０．２％ 

ユーロ圏 

０．３％ 
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EU２８か国 

０．２％ 

EU２８か国 

０．２％ 

 なお，消費者物価指数（ユーロスタット）対前年同

月比では，ポーランド（▲１．７％）が最も低く、次

いで ルーマニア（▲１．５％）及び キプロス（▲

１．１％）。 

 

【その他統計】 

・１２日，ＩＮＳは，２０１５年第４四半期のルーマ

ニアのＧＤＰ成長率(速報値)を対前年同期比３．７％

（季節調整前），及び３．８％(季節調整後)，また対

前期比では１．１％(季節調整後)と発表。更に，２０

１５年通年のＧＤＰ成長率は対前年比３．７％(季節調

整前)と発表。 

 

■ＩＭＦ，国際機関関係 

・１－２日にかけて，チャクラバルティ（Chakurabarti 

Suma）欧州復興開発銀行（ＥＢＲＤ, European Bank for 

Reconstruction and Development）総裁が当地を訪問。

ＥＢＲＤとルーマニア政府は，ルーマニアの経済・社

会的発展を目的としたプロジェクトを実施するため欧

州基金を効果的に使用することを支援する枠組み同意

書に署名した。ルーマニア側は欧州基金省次官，ＥＢ

ＲＤ側はパトロネＥＢＲＤ当地事務所代表が署名。チ

ョロシュ首相，チャクラバルティ総裁らが同席した。

パトロネ代表は，ＥＢＲＤは持続性があり商業的にも

意味をなす計画を開発，実行するためのノウハウをル

ーマニアへ伝える準備ができており，ルーマニアの欧

州基金執行率を高め，構造改革を進め，最大限の結果

を導いて経済を刺激することを目標とする旨発言。（Ｅ

ＢＲＤ） 

・９日，ホイヤー（Hoyer Werner）欧州投資銀行（Ｅ

ＩＢ，European Investment Bank）総裁が当地を訪問

し，ヨハニス大統領，チョロシュ首相らと会談した。 

ヨハニス大統領との会談では，欧州戦略投資基金（Ｅ

ＦＳＩ，European Fund for Strategic Investment）

を通じて実施されるＥＵの投資計画（Junker Plan）が

協議された。また，チョロシュ首相は，会談において

昨年末にルーマニア政府とＥＩＢ間で署名された同意

書の重要性を強調。同同意書によると，ルーマニアは

ＥＩＢより，欧州基金で実施されるプロジェクト及び

公共調達の入札関係等への技術支援を受ける。ＥＩＢ

は，ルーマニアで過去２５年間にわたり１０６億ユー

ロ以上を融資してきた。２０１５年の融資は２億２，

８００万ユーロに上る。（ＥＩＢ） 

・３月２－１５日にかけて，ルーマニア経済の年次評

価を実施するためＩＭＦルーマニアミッションがブカ

レストを訪問する予定。(２６日付アジェルプレス通

信)   

 

■産業界の動向 

・１月におけるフランスでのダチア新規登録台数は８，

６８４台になり，前年同月比で０．６％増加した。フ

ランスの自動車市場全体は３．５％増加した。(１日付

ズィアルル・フィナンチアル紙) 

・ドイツの自動車登録局によると，１月におけるドイ

ツでのダチア新規登録台数は３，６３４台になり，前

年同月で２．８％減少した。ドイツの自動車市場全体

は３．３％増加した。（３日付ズィアルル・フィナンチ

アル紙) 

・ＩＮＳによると，２０１５年のルーマニアの主要エ

ネルギー供給量は３，２８７万 TOE(原油換算トン)(対

前年比２％増)であった。また，電力の供給は６９３億

万 KWh(同７．８％増)で，発電方式別の構成(括弧内構

成比は当館計算)は以下のとおり。 

火力 ２８２億万 KWh(全体の約４１％) 

水力 １６６億万 KWh(同２４％) 

原子力 １１６億万KWh(同１７％) 

風力 ７０億万 KWh(同１１％) 

太陽光 １９億万 KWｈ(同２．７％) 

（１１日付アジェルプレス通信） 

・２０１４年ＥＵの穀物生産量は約３億３，１７０万

トンであった。最も多くを生産したのはフランス(７，

２７０万トン）で，次いでドイツ(５，２００万トン)，

ポーランド(３，１９０万トン），英国(２，４５０万ト

ン)，ルーマニア(２，２１０万トン)，スペイン(２，

０６０万トン)。(１８日付ユーロスタット) 

・１２日，ルーマニア運転免許証・自動車登録局（Ｄ
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ＲＰＣＩＶ）によると，１月の新規登録台数は８，３

０３台で，対前年同月比で１７．３９％増加した。(Ｄ

ＲＰＣＩＶ) 

・１６日，ルーマニア自動車生産者輸入業者協会(ＡＰ

ＩＡ)によると，１月の車両販売台数は６，６０４台で，

対前年同期比で１８．７％増加した。１月のメーカー

別自動車販売は１位がダチア(１，２５８台）で，次い

で Volkswagen(６２１台)，Skoda(５６３台)，Ford(４

５７台)。(ＡＰＩＡ，１６日付ズィアルル・フィナン

チアル紙) 

 

■投資関連動向 

・経済・貿易・ビジネス環境省は，ルーマニアの貿易，

投資促進機関を一体化するため，ルーマニア海外投資

局（ＤＰＩＩＳ）を同省の配属とする意向。これまで

は首相府の配属であった。(１２日付アジェルプレス通

信) 

・２２日，米ルーマニアビジネス評議会(the 

American-Romaniana Business Council)代表団が第４

回経済促進ミッションとして当地を訪問し，コマネス

ク外相と会談した。同評議会は２０１２年１月に設立

された在ワシントンの非営利組織で，米国とルーマニ

ア間の経済関係促進が活動目的。現在，エネルギー，

農業，防衛，医療，製造，インフラ，保健分野に及び

２０の企業が会員となっている。(２４日付ナインオク

ロック紙) 

 

■公共政策 

・１日，公共施設屋内での喫煙を禁止する法律が官報

告示された。４５日後に施行される。（２日付アジェル

プレス通信） 

・公共政策研究所(ＩＰＰ，Institute for Public 

Policies)によると，ルーマニアの廃棄物リサイクル・

リユース率は５％に留まっており，ＥＵ加盟国中最低

のレベルである。(２２日付アジェルプレス通信) 

 

■財政政策 

・２５日，公共財務省は，１月末のルーマニアの財政

収支は約４７億３，７７０万レイ（約１０億５，２８

０万ユーロ），対ＧＤＰ比で０．６３％の黒字であった

と発表。前年同月末の財政収支は約３９億５，０７０

万レイ（約８億７，７９０万ユーロ），対ＧＤＰ比で０．

５６％の黒字であった。(公共財務省) 

 

■金融等 

・１日，ルーマニア中央銀行は１月末の外貨準備高を

３１６億７，９００万ユーロ（１２月末の３２２億３，

８００万ユーロから増加），金準備高は１０３．７トン

で不変と発表。(ＢＮＲ) 

・１２日，１２月末の経常収支等について次のとおり

発表。 

(1) 経常収支は１７億５８０万ユーロの赤字。なお，

前年同期には６億８，６００万ユーロの赤字であった。 

(2) 外国直接投資 (ＦＤＩ) は，３０億３，５００万

ユーロ。なお前年同期は２４億２，１００万ユーロ。 

(3) 中長期対外債務は，２０１４年末から６．３％減

少して，７１０億５，６００万ユーロ (対外債務全体

の７８．２％) 。 

(4) 短期対外債務は，２０１４年末から４．９％増加

して，１９８億４，０００万ユーロ (対外債務全体の

２１．８％) 。(ＢＮＲ) 

 

■労働・年金問題等 

・２日，ＩＬＯ基準による１１月末の失業率は，１０

月の失業率から変化なしで，６．７％となった。(ＩＮ

Ｓ) 

・８日，１２月の平均給与(グロス)は，２，９３０レ

イ(約６５１ユーロ)で，対前月比で１０．２％増加。

平均給与(取り) は２，１１４レイ (約４７０ユーロ) 

で，対前月比で１０．２％増加。なお，平均給与(手取

り)が最も高かった業種は，コークス製造・石油精製業

(５，６３３レイ，約１，２５２ユーロ)で，反対に最

も低かったのは宿泊・飲食業(１，１６５レイ，約２５

９ユーロ)。(ＩＮＳ) 

 

■格付（２０１６年３月１１日付） 

Fitch  外貨建長期(国債) ＢＢＢ－ (安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ  (安定的) 
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Ｓ＆Ｐ 外貨建長期    ＢＢＢ－（安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ－（安定的） 

 

ＪＣＲ 外貨建長期    ＢＢＢ－ (ポジティブ） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ （ポジティブ） 

（内はアウトルック） 

 


